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者・感染者と接触する機会をできる限り減らし、職
場における感染拡大を可能な限り防止するよう配慮
する義務を負うので、従業員の国外（流行地）への
旅行が判明した場合には、念のため 14日間程度の
出勤停止や在宅勤務を命じるべきである。

［Q13-3］　従業員が自粛を要請したプライベートで
の会合やイベント参加・国内外への旅行等を通じ
て感染者・濃厚接触者となった場合に、処分の対
象とできるか。また、出勤停止とした場合の給与
支払義務はどうなるか。

　会社が従業員のプライベート領域での特定行為を
禁止することは困難であるため、会合、イベント等
に参加したり、旅行をしたことにより感染者・濃厚
接触者となったとしても、処分の対象とすることは
できない。
　感染者または感染が合理的に疑われる者に出勤停
止を命じた場合には給与支払義務はなく、そのレベ
ルには至っていない濃厚接触者に出勤停止を命じた
場合には少なくとも労基法 26条に基づく休業手当
の支払が必要になるものと考える（この点について
は、［Q10-2・Q10-3］参照）。

海外拠点への再赴任

［Q14-1］　中国に合弁会社／現地事務所があり、一
度日本に帰国した駐在者を中国に戻すにあたり、
どの程度の情報収集、BCP等を備えれば経営とし
て安全配慮義務を果たしたと評価できるか。

　世界保健機関（WHO）の発表によれば、3月 7日
現在、累計で、中国国内での感染者は8万人強、死
者は3000名強であり、特に湖北省に集中している。
　この状況を踏まえると、感染の終息が見えない現
状において駐在者を直ちに湖北省またはその周辺地
域に戻し、その結果当該駐在者が新型コロナウイル
ス感染者となった場合には、会社は安全配慮義務違
反を問われかねない。
　湖北省から離れた地域に関しては、WHOや厚生
労働省の発表を踏まえ、現地の状況、感染を避ける
ための適切な方法、感染や濃厚接触が疑われる場合
の対応等について、駐在者に十分な情報を提供する
とともに、毎朝出勤前の体温測定等の経過観察を強
く促す等の対応が必要である。
　もっとも、何を措いても「従業員の安全」こそが
BCPの鍵であることからすれば、筆者としては、
この新型コロナウイルス感染が終息するまでの間、

可能な範囲で、中国の合弁会社／現地事務所を休業す
る方向で検討するのが適切なのではないかと考える。

［Q14-2］　中国などの流行地から一時帰任した従業
員に対して、社内感染を防ぐために自宅待機等ど
のような対応の選択肢があるか。その際の各選択
肢の法的な留意点は何か。

　中国等から一時帰任した従業員に対して、念のた
め 14日間程度の出勤停止や在宅勤務を命じること
は必要である。
　出勤停止の場合には、従業員が希望すれば年次有
給休暇を取得させ、また、就業規則において特別休
暇が任意に設けられている場合にはそれを充てるこ
とも可能である（この点については、［Q10-1］参照）。
　従業員が自ら年次有給休暇の取得をせず、かつ、
特別休暇の制度もない場合で、在宅勤務を命じるこ
とが困難な場合には、会社から休業（出勤停止）を
命じる以外にないだろう。そして、この場合には、
少なくとも労基法 26条に基づく休業手当の支払が
必要になるものと考える（この点については、［Q10-
3］参照）。さらに、従業員が社命により中国に赴任
したことにより、感染のリスクに晒されたことを考
慮すれば、休業中の給与全額を保障することも検討
すべきであろう。

派遣労働者

［Q15-1］　新型コロナウイルス流行下での派遣労働
者の労務管理について特有の留意点はあるか。

　派遣労働者の雇用主は派遣元であり、派遣先との
間に雇用関係はない。しかし、派遣労働者は、派遣
先の指揮命令下で、派遣先において労務提供をして
いる。そのような関係にある以上、派遣先として
は、就業の過程で派遣労働者がその生命、身体等の
安全を確保しつつ労働することができるようにする
注意義務を負うものと解される。派遣先指針におい
ても、派遣先に対して、派遣労働者の適切な就業環
境の維持に配慮するよう求められているところであ
る。
　もっとも、派遣労働者については、派遣元との間
の労働者派遣契約により、従事する業務の内容や就
業場所等が限定されており、派遣先が自社で直接雇
用している従業員に比べて、感染回避のための対策
を弾力的に講じにくいところがある。さらに、派遣
労働者には派遣先の就業規則が適用されないし、派
遣先における就業が臨時的・一時的なものであるこ
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とが多いため派遣先と派遣労働者との間の信頼関係
が十分に醸成されていないことも多いと思われる。
　そのため、派遣先においては、派遣元と十分に連
携協議して、派遣労働者の労務管理にあたることが
肝要である。

［Q15-2］　派遣労働者や協力会社の常駐者に、自社
従業員と同等の健康管理の義務を課すことができ
るか。また、派遣元会社や協力会社に協力を要請
する際に気をつけるべき点はないか。

　派遣先が、派遣労働者の適切な就業環境の維持を
目的として、派遣労働者に対し、自社で雇用してい
る従業員と同等の健康管理の義務を課すことは可能
である。ただし、派遣元と十分に連携協議して行う
ことが肝要である。
　他方で、協力会社の常駐者に対しては、直接指揮
命令を行う立場にないため、そもそも健康管理上の
義務を課すことはできない。協力会社に対して要請
を行う必要がある。

［Q15-3］　上記［Q15-2］の下で、仮に同等の健康
管理がなされていない場合に、執務スペースへの
入館を拒否することができるか。あるいは、入館
時や休憩施設等の利用に際してこれら派遣労働
者・協力会社常駐者と自社従業員との間に扱いの
差異を設けることに問題はないか。

　自社従業員に課している健康管理義務の内容が合
理的なものであり、かつ、派遣元と連携協力して派
遣労働者にもその義務の履行を求め、また、協力会
社に要請して協力会社常駐者にもその義務の履行を
求めたにもかかわらず、それが履行されていない場
合には、自社従業員との間に取扱いの差異を設ける
ことも認められると解する。

［Q15-4］　派遣事業を営んでいるが、派遣労働者の
派遣先

0

が、在宅勤務や出勤停止などを申し入れて
きた場合、派遣元としてどのように対応するか。
また結果として派遣先での就業ができなかった場
合に給与負担をどう取り扱うか。

　派遣元と派遣先との間の労働者派遣契約には、派
遣就業の場所が明示されており（労働者派遣法26条
1項 1号）、かつ、それは就業条件として派遣元から
派遣労働者に対して明示されるものである（同法34
条 1項 2号）。したがって、就業場所に自宅が含ま
れていない場合には、そのままでは派遣労働者に在
宅勤務を命じることはできない。在宅勤務を行うこ

とについて、派遣先・派遣元・派遣労働者の三者間
において合意をすることが不可欠である。
　また、派遣労働者が労務提供可能な状態にあるに
もかかわらず、派遣先から出勤停止を求められるな
どにより派遣先での就業ができなかった場合には、
派遣元は、派遣労働者に対して、少なくとも労基法
26条に基づく休業手当の支払が必要になるものと
考える（この点については、［Q10-3］参照）。
　この場合において、派遣元が派遣先に対して派遣
料金の支払を請求できるかは、労働者派遣契約の内
容によるが、派遣元から派遣先に対して、少なくと
も休業手当の相当額の損害賠償請求が認められて然
るべきであろう。

［Q15-5］　派遣元
0

が派遣労働者に在宅勤務をさせる
よう申し入れてきた場合に、派遣先としてどのよ
うに対応するか。在宅勤務をさせるとして、それ
に要する環境整備等の費用分担はどうなるか。

　派遣元が、派遣労働者の同意を得て在宅勤務を申
し入れてきた場合には、派遣先としては、まず、派
遣労働者の担当業務が在宅勤務によって遂行可能か
を判断する必要がある。また、派遣労働者の労働時
間を適正に把握し管理する義務は派遣先にあるので
（労働者派遣法44条 2項）、在宅勤務を行う派遣労働
者の始終業時刻や休憩時間等を適切に管理するルー
ルや体制が整っているかを確認しなければならな
い。さらに、在宅勤務に要する通信費や情報通信機
器等の費用負担の取扱いや情報セキュリティの在り
方についてルールを整えたうえで、派遣労働者に在
宅勤務を行わせることになる。なお、労働者派遣契
約書（個別契約書）の就業場所欄に、派遣労働者の
自宅を加えておくことが望ましいだろう。
　在宅勤務に要する通信費や情報通信機器、環境整
備等の費用負担について、派遣先で行うか派遣元で
行うかは、両者間において協議して決定すべきであ
る。

［Q15-6］　派遣元
0

が感染者・濃厚接触者にあたる派
遣労働者の派遣契約解除や一時中断を申し入れて
きた場合にその取扱いや、派遣労働者に対する給
与支払義務はどうなるか。

　派遣元が、派遣労働者を派遣先において就業させ
ることができない場合の取扱いについては、労働者
派遣契約の定めによる。もっとも、派遣元の判断に
より派遣労働者が派遣先において就業しない以上、
派遣先としては、労働者派遣契約の目的を達成する
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ことができないので、解約により打ち切らざるを得
ないことになろう。
　この場合、派遣労働者が感染者となり、または、
感染が合理的に疑われて労務提供できない状態にあ
れば、派遣元は賃金支払義務も休業手当の支払義務
も免れるが（この点については、［Q10-2］参照）、派
遣労働者が労務提供可能な状態にあるにもかかわら
ず、派遣元の判断により派遣就業を中止した場合に
は、派遣元は少なくとも労基法 26条に基づく休業
手当の支払が必要になるものと考える（この点につ
いては、［Q10-3］参照）。

就職活動・インターンシップの取扱い

［Q16-1］　就職説明会・インターンシップ参加の学
生への安全配慮義務をどのように考えればよいか。

　就職説明会やインターンシップに参加する学生と
会社との間には、労働契約関係はないものの、一定
の契約関係が生じているため、その契約上の付随的
義務として、会社は、学生の生命、身体等の安全を
確保しつつ就職活動、インターンシップができるよ
う、必要な配慮を行わなければならないものと解さ
れる。
　ただし、労働契約においては、その人的・継続的
な性格に由来した信頼関係に基づいて、使用者の労
働者に対する安全配慮義務が導かれていることから
すると、相対的に見て信頼関係が希薄なこれら学生
に対して配慮すべき内容には、自ずと限界があるよ
うに思われる。
　したがって、これら学生に対しては、室内の換気
に配慮し、消毒液の使用やマスクの着用を認める等
の一般的な配慮で足り、自宅での体温測定等を行わ
せて報告義務を課すというのは、些か行き過ぎだと
いうべきであろう。

［Q16-2］　就職活動・インターンシップを通じて学
生が感染者・濃厚接触者となった場合にどのよう
に対応すればよいか。治療費等が生じた場合に負
担はどうなるか。

　上記のような一般的な配慮を十分に行っていたに
もかかわらず、学生が就職活動やインターンシップ
を通じて感染者・濃厚接触者となったのだとして
も、それは学生の自己責任の範疇であり、会社が法
的責任を負うものではないと解する。
　したがって、会社が治療費等を負担する法的義務
を負うものではない。

取締役会・監査役会等の会議体

［Q17-1］　会社法上の役員への安全配慮義務はどの
ように考えればよいか。

　いうまでもなく、会社と役員との関係は委任であ
り、雇用関係ではないが、委任契約上の付随的義務
として、会社は、役員の生命、身体等の安全を確保
しつつ役員としての業務遂行ができるよう、必要な
配慮を行わなければならないものと解される。
　たしかに、従業員は会社の指揮命令下において労
務に従事するのに対し、役員は自らの裁量をもって
業務遂行を行うという違いはあるものの、特に新型
コロナウイルス感染症対策に関していえば、従業員
と役員とで会社に必要な配慮の内容に差異を設ける
べき理由は見当たらないだろう。

まとめ

［Q18-1］　ずばり、新型コロナウイルスをめぐる対
応の要点は何か。

　⑴　まず、新型コロナウイルス感染に関するでき
るだけ正確で新しい情報を入手することである。厚
生労働省や世界保健機関（WHO）はホームページ
を日々更新し、感染症の現在の状況等を案内してい
るし、また、複数の権威ある医療関係機関も情報公
開を行っている。どのような場合に新型コロナウイ
ルスへの感染が合理的に疑われるのか、感染拡大防
止のためにどのような方策が有効なのか、正確な最
新情報を押さえておくことは、対応を講じるうえで
何よりも重要だといえる。
　⑵　そのうえで、会社は、従業員に対する安全配
慮義務の観点から、
　①�　従業員に対して、体温測定等により従業員ま
たはその同居の家族に風邪症状がないかを把握
するように促すとともに、

　②�　発熱等の風邪症状が見られる従業員に対して
は、休暇取得等を勧奨し、

　③�　従業員自身には健康状態に問題がない場合で
も、従業員が患者・感染者と接触する機会をで
きる限り減らすことのできるよう配慮する、

といったことを徹底していただきたい。
　⑶　会社から休業や勤務時間の短縮を命ずる際に
は、その部分について
　ⅰ�　新型コロナウイルス感染が合理的に疑われる
レベルに至っている従業員に対しては、休業手
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当の支払も不要
　ⅱ�　その状態に至っていない風邪症状が見られる
従業員に対しては、少なくとも休業手当の支払
は必要

であると解する。なお、ⅰにいう「新型コロナウイ
ルス感染が合理的に疑われるレベル」とは、現時点
では、37.5 度以上の発熱が4日以上続く場合や、強
いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）等が

あって、帰国者・接触者相談センターへの問い合わ
せが呼びかけられている状態以上のレベルを指す。
もっとも、ここでは、法的観点から給与支払義務、
休業手当支払義務の有無を述べたのであって、各企
業におかれては、自社の制度や実情に照らし、従業
員を十分に保護するべく適切な対応をとっていただ
くことが望まれる。

●�㈱電通では社長を本部長とする対策本部を設置。
対応レベルを設定し、想定される措置を規定。

● �2月24日、汐留の電通本社ビル（以下、本社ビル）
に勤務する男性従業員1名（50代）が新型コロナウ
イルスへの感染検査で「陽性」であることが確認。

　・�所轄保健所により、4名の濃厚接触者の認定と
その健康観察（検温と体調等）の経過報告（終
了日：3月 5日）、および当該従業員が勤務して
いた一部業務スペースの消毒を行うよう指示を

受ける。保健所の指示に従い、適切に対応。
　・�濃厚接触者については 2月 25日から在宅での
リモートワークを指示し、取引先への訪問も禁
止。

　・�該当する一部執務フロアの使用禁止および、本
社ビルに勤務する全従業員について、2月 26
日から当面、「リモートワークを基本とした業
務対応」に切り替え。

　・�本社ビルへの電通役職員や（防災・清掃等の）
常駐スタッフ以外の入館を一切禁止。

株式会社電通グループにおける対応

［編集部より］　株式会社電通グループ・永江禎氏（ジェネラルカウンセル　グループコーポレートセクレタリー）に
多大なご理解とご協力を賜り、公表情報ベースで、㈱電通グループおよび㈱電通におけるこの間の取組みについてタ
イムラインをお寄せいただいた。編集部において感染者確認後の動きについて各社における取組みの参考になればと
思い、下記に掲載させていただく。
　なお、㈱電通グループおよび㈱電通より詳細なニュースリリースが公表（3月 6 日時点まで）されているのであわ
せてご確認いただきたい。
・2020 年 2 月 20 日付 ㈱電通グループ「新型コロナウイルスに対する当社グループの対応方針について」
　〈https://www.group.dentsu.com/jp/news/release/000220.html〉
・2020 年 2 月 20 日付 ㈱電通「新型コロナウイルスに対する当社の対応について」
　〈https://www.dentsu.co.jp/news/release/2020/0220-010020.html〉
・2020 年 2 月 25 日付 ㈱電通「汐留電通本社ビルに勤務する全従業員を対象に、2月26日からリモートワークを実施」
　〈https://www.dentsu.co.jp/news/release/2020/0225-010021.html〉
・2020 年 2 月 28 日付 ㈱電通「業務の安全かつ円滑な遂行に向けた取り組みについて」
　〈https://www.dentsu.co.jp/news/release/2020/0228-010023.html〉
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【新型コロナウイルス 企業対応をめぐる各省庁等情報】（3月 9日午前10時時点）
編集部において各省庁等のウェブサイト上に公表されている企業法務上の対応に関連する資料・公表文等をここに抜

粋した。なお、状況の進展に応じて内容は更新されるため、各項目の最新情報やここに掲げていない情報は各省庁等の
ウェブサイトをご覧いただきたい。� （NBL編集部）

■法務省
　「定時株主総会の開催について」のページを設
け、当初予定した時期に定時株主総会を開催する
ことができない状況が生じた場合における定時株
主総会の開催について、「1　定時株主総会の開催
時期に関する定款の定めについて」、「2　定時株主
総会の議決権行使のための基準日について」、「3　
剰余金の配当に関する定款の定めについて」の各
項目につき解説をしている。〈http://www.moj.
go.jp/MINJI/minji07_00021.html〉
　また、不要不急の外出を避ける観点から、登
記・供託申請や登記事項証明書・印鑑証明書等の
取得・閲覧等に際してのオンライン申請等や登記
情報提供サービスの活用について説明を設けてい
る。〈http://www.moj.go.jp/MINJI/minji03_00003.
html〉

■公正取引委員会
　事業者又は事業者団体の取組みをめぐる独占禁
止法及び下請法の考え方について「震災等緊急時
における公正取引委員会の対応について」のページ
を参考として掲げ、活用を促している。同ページ
では「震災等緊急時における取組に係る想定事例
集」「被災地への救援物資配送に関する業界での調
整について」のほか、Q&A、相談事例集を公表し
ている。〈https://www.jftc.go.jp/oshirase/200227 �
oshirase.html〉

■経済産業省（中小企業庁を含む）
　資金繰り支援（セーフティネット保証 4号・5号
等）、設備投資・販路開拓支援、経営環境の整備に
関する施策について特設ページを設けて周知を行っ
ている。〈https://www.meti.go.jp/covid-19/index.
html〉
　また、下請等中小企業の経営への影響を避ける
ため、親事業者（関係事業者団体代表者）に向けて
の要請文書「新型コロナウイルス感染症により影
響を受ける下請等中小企業との取引に関する配慮
について」（20200213中第 12号、2月 14日付）を発
出しているほか、官公需における配慮について各
府省・都道府県知事等に対しても要請文書を発出
している（20200302中庁第 4号、3月 3日付）。
　輸出入規制の緩和等（外為法、関税暫定措置法
等関連）についても措置を講じている。〈https://
www.meti.go.jp/press/2019/03/20200305002/ �
20200305002.html〉

■厚生労働省
　企業・労働者向けに「新型コロナウイルスに関
するQ&A」を随時更新しているほか、小学校等の
休校措置により影響を受ける労働者の支援のため、
労働基準法上の年次有給休暇とは別途労働者を有
給（賃金全額支給）で休ませる企業に対する助成金
制度の創設を示している。〈https://www.mhlw.
go.jp/stf/newpage_09869.html〉
　　〈支給額〉�休暇中に支払った賃金相当額×

10/10（ただし日額上限8,330円）

　　　（注）�リモートワークの定義：「在宅勤務」または「会社
と自宅以外での勤務」

　・�社員食堂については、当面の間、閉鎖。

●�毎朝、全従業員の検温結果および健康状態を労務
管理担当者に報告することを義務づけ。

●�対応については、ビル単位での運用としつつ、2
月 25日時点で本社ビル内の安全を完全担保した
ことに伴い、フロア単位での運用を実施（今回は
本社ビルの執務スペースのみが対象。関西支社・中部

支社の各オフィスは対象とはせず）。

●�緊急を要する業務に関しては、体調不調者でない
者に限り、取引先における本事案の運用ルールに
則り、双方合意の上で、取引先オフィス等での打ち
合わせ・プレゼンテーションなどは引き続き実施。

●�例外的に出社する社員対応として、本社ビルの入
口にサーモグラフィを設置し、入館者の体温状況
を確認。必要に応じて、その場で検温を実施し、
入館許可の是非を判断。
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　　〈適用日〉�令和 2年 2月 27 日～3月 31日の間
に取得した休暇

　また、新たにテレワークを導入し、又は特別休
暇の規定を整備した中小企業事業主を支援するた
めの時間外労働等改善助成金の特例や、雇用調整
助成金の特例を設けるとしている。
　さらに、新型コロナウイルス感染症に係るPCR
検査体制を迅速に確保する観点から、当該検査の
体制構築・拡充に取り組む検査機器・試薬メー
カー等に向けて相談窓口を設置した。

■金融庁
　新型コロナウイルス感染症の影響に伴う金融商
品取引法に基づく開示書類（有価証券報告書及び内
部統制報告書、四半期報告書、半期報告書）の提出
期限の延長等について公表している。〈https://
www.fsa.go.jp/ordinary/coronavirus202001/press.
html〉

■国土交通省（観光庁を含む）
　新型コロナウイルス感染症対策に向けた直轄工
事及び業務の取扱いについて特設ページを設け、
同省直轄の工事や業務において、受注者の申し出
がある場合に、3月 15日まで一時中止や工期の延
長の措置を行い、これに伴う経費を発注者たる国
交省が適切に負担する等としている。
　土地・建設産業局建設業課長から各都道府県主
管部局長等宛てにも、工期の見直しやこれに伴い
必要となる請負代金額の変更等に関する配慮を講
じるよう促す「施工中の工事における新型コロナ
ウイルス感染症の罹患に伴う対応について」（国土
入企第52号、2月 25日付）が発出されている。
　また、観光庁において地方運輸局等内に宿泊事
業者向けの特別相談窓口を設置している。

■消費者庁
　中国産輸入原材料の供給不足を受け、中国産と
して原料原産地表示を行っている商品について、
実際に使用されている原材料の原料原産地との間
に齟齬がある場合であっても、一般消費者に対し
て、店舗等内の告知、社告、ウェブサイトの掲示
等により当該商品の適正な原料原産地に係る適切
な情報伝達がなされている場合に限り、食品表示
基準を弾力的に運用するとの関係機関通知（農林水
産省と連名）を公表している。

■国税庁
　申告所得税、贈与税及び個人事業者の消費税の
申告・納付期限を令和2年 4月 16日まで延長する

措置等について公表している（2月 27日付）。

■東京証券取引所
　「新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた適
時開示実務上の取扱い」を通知している。その他
の各証券取引所の同様の発出も含め金融庁のペー
ジ上でもまとめられている。〈https://www.fsa.
g o . j p / o r d i n a r y / c o r o n a v i r u s 2 0 2 0 0 1 /�
press.html〉

■政府・新型コロナウイルス感染症対策本部
　「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」など
政府の方針を決定した〈https://www.kantei.go.jp/
jp/singi/novel_coronavirus/taisaku_honbu.html〉
ほか、新型インフルエンザ等対策特別措置法の改
正を準備している。
　事業者の資金繰り支援の関係では、財務大臣兼
金融担当大臣談話「新型コロナウイルス感染症の
影響拡大を踏まえた事業者の資金繰り支援につい
て」を発表し、官民の金融機関向けに配慮を要請
している。
　また、3月 9日午前 0時以降に中国、韓国から来
航する航空機等で入国するすべての人（健康状態
に異常のない場合も含まれる）に対して、検疫所
長の指定する場所（自宅など）で 14日間待機し、
空港等からの移動も含め公共交通機関を使用しない
よう要請を開始した（詳細は厚生労働省ウェブサイ
ト「水際対策の抜本的強化に関するQ&A」参照）。

　なお、株式会社商事法務（商事法務ポータル）、
公益社団法人商事法務研究会、経営法友会では新
型コロナウイルスへの対応の一助となるべく、
ウェブサイト上で下記の記事等を公開している。
　●商事法務ポータル
　　・�中野明安「新型インフルエンザと法的リス

クマネジメント」本誌899号（2009）10頁
　　・�「〔特集〕新型コロナウイルス 現下の課題と

法務の取組み」（本特集）本誌1166号（2020）
4頁

　　　〈https://www.shojihomu-portal.jp/〉
　●公益社団法人商事法務研究会
　　・�三笘裕ほか「〈緊急連載〉新型コロナウイル

ス感染症への法務対応」旬刊商事法務 2224
号（2020）以下連載

　　　�〈https://www.shojihomu.or.jp/〉
　●経営法友会
　　・�「新型コロナウイルス対応 参考リンク集」（随

時更新）
　　　�〈https://www.keieihoyukai.jp/〉


